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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期
連結累計期間

第17期
第１四半期
連結累計期間

第16期

会計期間
自2019年５月１日
至2019年７月31日

自2020年５月１日
至2020年７月31日

自2019年５月１日
至2020年４月30日

売上高 （千円） 1,843,513 1,987,266 7,913,602

経常利益又は経常損失（△） （千円） △19,059 136,015 174,428

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △31,110 △340,968 17,245

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △31,435 △338,140 20,307

純資産額 （千円） 1,282,837 909,338 1,291,522

総資産額 （千円） 3,777,804 4,280,802 3,898,817

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △1.36 △14.89 0.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － 0.73

自己資本比率 （％） 32.8 20.1 31.9

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第16期第１四半期連結累計期間及び第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

４．当社は株式報酬制度を導入するための信託が保有する当社株式を連結財務諸表において自己株式として計上

しております。株主資本において自己株式として計上されている当該信託が保有する当社株式は、１株当た

り情報の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
（当社株式の上場廃止リスク等について）

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変
更があった事項は以下のとおりであります。
なお、文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。
 
当社株式は、2020年９月30日付で、株式会社東京証券取引所から、以下のとおり、監理銘柄（審査中）に指定され

ており上場廃止リスクがあります。また、2020年10月９日付で、第１四半期報告書を法定提出期限の2020年10月26日
までに提出できる見込みのない旨の開示を行ったことに関連し、監理銘柄（確認中）へ追加指定されております。こ
れらに関連し、今後の当社グループの対応などによっては、今後の当社グループの事業活動や業績及び財政状態に悪
影響を及ぼす可能性があります。
 
（1）監理銘柄(審査中)指定の理由

・ハイアス・アンド・カンパニー株式会社（以下「同社」という。）は、2020年８月31日第三者委員会の設置等
について開示し、また、同年９月29日に開示した同社新規上場前からの不適切な会計処理（以下「本件不適切
会計」という。）に関する第三者委員会の中間調査報告書を開示し、さらに、本日、監査報告書の意見不表明
について開示しました。これらの開示及びこれまでの審査の結果、以下の状況が明らかとなりました。

・本件不適切会計について同社代表取締役及び同社社外取締役を含む同社取締役の多数並びに監査役の一部が関
与又は認識していたこと。

・2016年４月の同社新規上場前の審査期間中及び2020年７月の同社市場変更前の審査期間中において、同社が、
日本取引所自主規制法人からの本件不適切会計に関連する内容の照会に関し、虚偽の回答を行っていたこと。

・2020年７月の同社市場変更前の審査期間中において、同社が外部からの指摘を契機に、本件不適切会計に関連
する問題を再認識したにもかかわらず、日本取引所自主規制法人に報告を行っていなかったこと。

・同社が、2015年４月期から2019年４月期までの訂正後の連結財務諸表及び財務諸表並びに2020年４月期の連結
財務諸表及び財務諸表について、監査法人より、意見不表明の旨の監査報告書を受領したことで、2016年４月
の新規上場にかかる2015年４月期の連結財務諸表及び財務諸表に対する監査意見並びに2020年７月の市場変更
にかかる2018年４月期及び2019年４月期の連結財務諸表及び財務諸表に対する監査意見が意見不表明となった
結果、同社が新規上場時及び市場変更時の審査基準に適合していなかったこと。

 
上記を踏まえ、同社が提出した新規上場申請及び上場市場の変更申請に係る宣誓書において宣誓した事項につ

いて重大な違反を行ったおそれがあると判断し、今後の審査の結果によっては上場廃止基準に該当することとな
るため、同社株式を上場廃止基準に該当するおそれがある銘柄として監理銘柄（審査中）に指定します。

 
（2）監理銘柄(審査中)指定期間

2020年９月30日（水）から当取引所が上場廃止基準に該当するかどうかを認定した日まで
 
（3）今後の対応

当社は第三者委員会の指摘を受け、2020年９月30日付で経営体制の刷新を図っております。また、自主再生委
員会を設置し再発防止の検討と実行を進めており、更なる経営体制やガバナンスの改革を図ることを計画してお
ります。これらを役職員が一丸となり進め、信頼回復に向けて、誠心誠意、最大限の努力を尽くしてまいりま
す。

 
（継続企業の前提に関する重要事象等について）

当社グループは、上記（当社株式の上場廃止リスク等について）に記載のとおり、不適切会計等の問題に関連し株
式会社東京証券取引所から、監理銘柄に指定されており、当社株式は上場廃止リスクがあります。これらに関連し、
今後の当社グループの事業活動や業績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があり、継続企業の前提に関する重要な
疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
当社は、当該状況を解消すべく、2020年９月30日付で経営体制の刷新を図っており、また、自主再生委員会を設置

し再発防止策の策定と確実な実行を進め、更なる経営体制やガバナンスの改革を図ることを計画しております。ま
た、これらを役職員が一丸となり進め、信頼回復に向けて、誠心誠意、最大限の努力を尽くしてまいります。
一方で、当社グループの資金残高や今後の営業キャッシュフローの見通しなどから今後の事業の展開・継続に必要

な当面の資金繰りについての懸念はなく、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しておりま
す。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間の日本経済は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、個人消費及び企業による

設備投資が大きく落ち込み、極めて厳しい状況となりました。また、コロナ禍においての経済活動が徐々に再開さ

れた一方で、コロナ禍の収束は未だ見えず、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の下、当社グループは、2020年６月15日に発表した「2021年４月期－2023年４月期　中期経営計

画」に基づき、主力の高性能デザイナーズ住宅「R+house」事業の強化、次なるコアビジネスの育成、安定した収

益基盤の構造の確立を目指して事業活動をおこなってきました。

「R+house」事業においては、ここ数年、事業の垂直統合強化の投資を行っております。2018年２月に技術本部

機能の譲受、2018年４月に株式会社アール・プラス・マテリアル（部材の調達、供給を担う）の完全子会社化、

2018年12月に株式会社HCマテリアル（部材の製造を担う）の完全子会社化を行いました。また、ノウハウの蓄積を

目的として、消費者向けに「R+house」の建築施工を行う会社として、2017年３月に株式会社ウェルハウジング、

2018年８月に株式会社LHアーキテクチャを子会社化しました。これらにより、内製化による利益を取り込み、

「R+house」の建築施工による売上高が増加しました。当第１四半期連結累計期間では、コロナ禍における消費者

ニーズの変化を捉えた「新しい生活様式」に対応する建築家のプランの提案、オンライン面談を進めた結果、

R+houseの受注が前年とほぼ同等にまで回復し、会員企業の成果に連動する「ロイヤルティ等」も前年並の水準と

なりました（当社グループにおける収益項目は、サービス導入時に発生する「初期導入フィー」、毎月発生する

「会費」及び導入サービスの成果報酬たる「ロイヤルティ」並びに「設計料・保証料等」（以下「ロイヤルティ」

と「設計料・保証料等」を併せ、「ロイヤルティ等」という）に大別されます）。

また、次のコアビジネスと一つと位置付けている造園・エクステリア・外構事業 「GARDENS GARDEN」の新規会

員も順調に増え、「初期導入フィー」が伸長しました。今までの会員企業は主に住宅会社でしたが、当第１四半期

連結累計期間においては、新築及びリフォーム時に庭や外構の提案を住宅会社と連携しておこなう土木会社の加盟

も増加しました。

販売費及び一般管理費については、将来の成長に向けたブランディング活動や人材の採用を積極的に進める一

方、オンラインによる面談を増やすことで出張旅費を抑える等して効率的な使用に努めました。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は1,987百万円（前期比7.8％増）、営業利益は155百万

円（前期は営業損失17百万円）、経常利益は136百万円（前期は経常損失19百万円）、親会社株主に帰属する四半

期純損失は340百万円（前期は親会社株主に帰属する四半期純損失は31百万円）となりました。

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

 

・コンサルティング事業

コンサルティング事業における当第１四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染拡大の影響があるもの

の、「R+house」を中心としてロイヤルティ等が伸長し、売上高は1,652百万円（前期比1.9％減）、営業利益は198

百万円（前期比917.1％増）となりました。

 

・建築施工事業

建築施工事業における当第１四半期連結累計期間は、「R+house」の受注数、着工数が順調に増え、売上高が増

加した一方、株式会社LHアーキテクチャ、SUNRISE株式会社において、投資としてのコストが先行していることか

ら、売上高は403百万円（前期比101.1％増）、営業損失は43百万円（前期は営業損失37百万円）となりました。

 

・その他

その他における当第１四半期連結累計期間は、不動産特定共同事業等に関する支援業務等として、売上高は3百

万円（前期比5.6％減）、営業損失は0百万円（前期は営業損失0百万円）となりました。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は4,280百万円となり、前連結会計年度末と比べ381百万円増加し

ました。その主な要因は、受取手形及び売掛金が47百万円減少した一方、現金及び預金が198百万円、無形固定資

産のその他に含まれるソフトウエアが65百万円増加したことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は3,371百万円となり、前連結会計年度末と比べ764百万円増加し

ました。その主な要因は、訂正関連費用引当金が570百万円、短期借入金が100百万円、前受金が86百万円増加した

ことによるものです。

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は909百万円となり、前連結会計年度末と比べ382百万円減少し

ました。その主な要因は、利益剰余金が385百万円減少したことによるものであり、その内訳は期末配当金44百万

円、親会社株主に帰属する四半期純損失340百万円であります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の金額につきましては、当社グループの研究開発活動が事業開発

部門の業務の一環として行われているものであることから、区分計上しておりません。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 66,960,000

計 66,960,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2020年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年10月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 23,343,900 23,343,900
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、株主としての権

利内容に何ら限定の

ない当社における標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 23,343,900 23,343,900 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2020年５月１日～
2020年７月31日
（注）

3,600 23,343,900 151 433,478 151 333,478

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2020年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2020年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 100

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,338,100 233,381 －

単元未満株式 普通株式 2,100 － －

発行済株式総数 普通株式 23,340,300 － －

総株主の議決権  － 233,381 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「役員向け株式交付信託」及び「従業員向け株式給交付

託」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託E口）が所有している当社株式446,000

株が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2020年７月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対す

る

所有株式数

の割合

(％)

（自己保有株式）

ハイアス・アンド・カンパ

ニー株式会社

東京都品川区上大崎

二丁目24番9号
100 － 100 0.00

計 ― 100 － 100 0.00

（注）自己名義所有株式には、「役員向け株式交付信託」の信託財産としてみずほ信託銀行株式会社（再信託受託者：

資産管理サービス信託銀行株式会社）が保有する当社株式114,600株及び「従業員向け株式交付信託」の信託財

産としてみずほ信託銀行株式会社（再信託受託者：資産管理サービス信託銀行株式会社）が保有する当社株式

331,400株を含めておりません。
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員
 

役職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 濵村　聖一 2020年９月30日

取締役常務執行役員
経営支援本部長

柿内　和徳 2020年９月30日

取締役執行役員
経営管理本部長

西野　敦雄 2020年９月30日

取締役執行役員 鵜飼　達郎 2020年９月30日

取締役 荻原　俊彦 2020年９月30日

 

(2）役職の異動
 

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役を辞任 代表取締役社長 濵村　聖一 2020年９月30日

代表取締役社長
取締役常務執行役員
事業開発本部長

川瀬　太志 2020年９月30日

 

(3）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性９名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2020年５月１日から2020年

７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年５月１日から2020年７月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、監査法人アリアによる四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は以下のとおり交代しております。

・前連結会計年度　有限責任 あずさ監査法人

・当第１四半期連結累計期間　監査法人アリア
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2020年４月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2020年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,047,927 1,246,002

受取手形及び売掛金 556,305 508,931

商品 96,648 94,616

販売用不動産 326,189 326,607

その他 278,648 284,505

貸倒引当金 △35,925 △34,242

流動資産合計 2,269,792 2,426,420

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 503,448 506,094

その他（純額） 181,441 182,006

有形固定資産合計 684,889 688,100

無形固定資産   

のれん 324,182 295,231

その他 258,797 344,432

無形固定資産合計 582,980 639,663

投資その他の資産 ※ 361,154 ※ 526,617

固定資産合計 1,629,024 1,854,381

資産合計 3,898,817 4,280,802

負債の部   

流動負債   

買掛金 379,676 343,371

短期借入金 383,500 483,500

1年内返済予定の長期借入金 299,849 299,432

未払法人税等 93,347 60,933

前受金 248,907 335,140

賞与引当金 12,405 5,195

訂正関連費用引当金 － 570,288

その他 362,380 400,708

流動負債合計 1,780,066 2,498,569

固定負債   

長期借入金 670,429 700,848

役員株式給付引当金 44,619 51,849

株式給付引当金 72,832 84,875

その他 39,347 35,321

固定負債合計 827,227 872,894

負債合計 2,607,294 3,371,464

純資産の部   

株主資本   

資本金 433,327 433,478

資本剰余金 359,381 359,532

利益剰余金 750,957 365,642

自己株式 △299,539 △299,539

株主資本合計 1,244,126 859,114

新株予約権 1,248 1,248

非支配株主持分 46,147 48,976

純資産合計 1,291,522 909,338

負債純資産合計 3,898,817 4,280,802
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2019年５月１日
　至　2019年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年５月１日
　至　2020年７月31日)

売上高 1,843,513 1,987,266

売上原価 837,537 914,615

売上総利益 1,005,975 1,072,650

販売費及び一般管理費 1,023,858 916,721

営業利益又は営業損失（△） △17,882 155,928

営業外収益   

受取利息 0 0

助成金収入 － 500

その他 370 166

営業外収益合計 371 666

営業外費用   

支払利息 1,547 1,988

市場変更関連費用 － 18,591

営業外費用合計 1,547 20,580

経常利益又は経常損失（△） △19,059 136,015

特別損失   

訂正関連費用引当金繰入額 － 570,288

特別損失合計 － 570,288

税金等調整前四半期純損失（△） △19,059 △434,273

法人税、住民税及び事業税 20,012 58,619

法人税等調整額 △7,635 △154,752

法人税等合計 12,376 △96,133

四半期純損失（△） △31,435 △338,140

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△324 2,828

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △31,110 △340,968
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2019年５月１日
　至　2019年７月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2020年５月１日
　至　2020年７月31日)

四半期純損失（△） △31,435 △338,140

その他の包括利益 － －

四半期包括利益 △31,435 △338,140

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △31,110 △340,968

非支配株主に係る四半期包括利益 △324 2,828
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【注記事項】

（追加情報）

当社は、当第1四半期連結会計期間に株主からの株主代表訴訟の請求を受けたことを契機として、過年度決算に

おける売上高の架空計上などの疑義に関する調査を開始し、2020年８月31日には第三者委員会を設置し、この不適

切会計問題を調査してまいりました。

2020年９月30日には、2020年９月28日付の第三者委員会の中間調査報告書で当該不適切会計問題に関する指摘を

受け当社は過年度決算を訂正し、遅延していた2020年４月期の有価証券報告書を提出致しました。

しかし、前連結会計年度を含む過年度決算に関して、前任監査人からは、監査意見を表明する前提となる経営者

の誠実性について深刻な疑義を生じさせる事象が存在するとの指摘を受け、監査意見は意見不表明となっておりま

す。

これに対して、当社では、速やかに当該事態を解消するために、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者

が2020年９月30日付けで退任するなどの経営体制の刷新を図っております。また、自主再生員会を設置し再発防止

策の策定と確実な実行を進め、経営の信頼を回復するため経営体制やガバナンスの更なる改革も進めてまいりま

す。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2020年４月30日）
当第１四半期連結会計期間

（2020年７月31日）

投資その他の資産 50,325千円 35,099千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年５月１日
至　2019年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年５月１日
至　2020年７月31日）

減価償却費 37,486千円 38,230千円

のれんの償却額 28,951千円 28,951千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年５月１日　至　2019年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（ 千 円 ）

配当金の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2019 年７月 30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 39,641 利益剰余金 1.70 2019年４月30日 2019年７月31日

（注）配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金758千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年５月１日　至　2020年７月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（ 千 円 ）

配当金の原資
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2020 年７月 30日
定 時 株 主 総 会

普通株式 44,346 利益剰余金 1.90 2020年４月30日 2020年７月31日

（注）配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金847千円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2019年５月１日　至　2019年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

合計
 

コンサル
ティング事

業

建築施工
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,648,416 194,666 1,843,082 430 1,843,513 － 1,843,513

セグメント間の内部

売上高又は振替高
35,561 5,930 41,491 3,600 45,091 △45,091 －

計 1,683,977 200,596 1,884,574 4,030 1,888,604 △45,091 1,843,513

セグメント利益又は

損失（△）
19,553 △37,629 △18,075 △227 △18,302 420 △17,882

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宿泊施設に関する管理

運営及び不動産投資型クラウドファンディング企画運営事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額420千円はセグメント間取引消去額であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2020年５月１日　至　2020年７月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

合計
 

コンサル
ティング事

業

建築施工
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 1,591,881 395,180 1,987,062 203 1,987,266 － 1,987,266

セグメント間の内部

売上高又は振替高
60,158 8,130 68,288 3,600 71,888 △71,888 －

計 1,652,039 403,310 2,055,350 3,803 2,059,154 △71,888 1,987,266

セグメント利益又は

損失（△）
198,881 △43,032 155,848 △255 155,593 335 155,928

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宿泊施設に関する管理

運営及び不動産投資型クラウドファンディング企画運営事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額335千円はセグメント間取引消去額であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2019年５月１日
至　2019年７月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2020年５月１日
至　2020年７月31日）

１株当たり四半期純損失（△） △1.36円 △14.89円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）
△31,110 △340,968

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）（千円）
△31,110 △340,968

普通株式の期中平均株式数（株） 22,875,394 22,895,263

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

２．当社は株式報酬制度を導入するための信託が保有する当社株式を連結財務諸表において自己株式として計上

しております。株主資本において自己株式として計上されている当該信託が保有する当社株式は、１株当た

り情報の算定上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。

当第１四半期連結累計期間において、当該信託が保有する期中平均株式数は446,000株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

2020年10月26日

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社

取締役会　御中

 

監査法人アリア

東京都港区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　秀俊　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　康之　　印

 

限定付結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているハイアス・アン
ド・カンパニー株式会社の2020年５月１日から2021年４月30日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2020年５
月１日から2020年７月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2020年５月１日から2020年７月31日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について
四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、「限定付結論の根拠」に記載した事項
の比較情報及び四半期連結財務諸表に及ぼす可能性のある影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ハイアス・アンド・カンパニー株式会社及び連結子会社の2020年７月31日現在の
財政状態及びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全
ての重要な点において認められなかった。
 
限定付結論の根拠
「追加情報」に記載のとおり、会社は、当第１四半期連結会計期間に株主からの株主代表訴訟の請求を受けたことを契

機として、過年度決算における売上高の架空計上などの疑義に関する調査を開始し、2020年８月31日には第三者委員会を
設置し、この不適切会計問題を調査してきた。2020年９月30日には、2020年９月28日付の第三者委員会の中間調査報告書
での当該不適切会計問題に関する指摘を受け、会社は、過年度決算を訂正し、遅延していた2020年４月期の有価証券報告
書を提出した。しかし、後述の「その他の事項」で強調するとおり、前連結会計年度を含む過年度決算に関して、前任監
査人の監査意見は、監査意見を表明する前提となる経営者の誠実性について深刻な疑義を生じさせる事象が存在したこと
から、意見不表明となった。これに対し、会社では、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が2020年９月30日付
で退任するなどの経営体制の刷新を図っており、経営の信頼を回復するため経営体制やガバナンスの更なる改革を進めて
いる。
当監査法人は、前任監査人の指摘を踏まえ、期首残高含めた当連結会計年度の第１四半期の四半期連結財務諸表につい

ての潜在的な虚偽表示の存否を検討するために、第三者調査委員会の調査や前任監査人の監査状況を検討の上、追加的手
続を実施した。
当第１四半期連結会計期間においては、前任監査人の意見不表明の原因となった経営者が職務を執行していたため、経

営者の誠実性に関する質的に重要性のある監査上の制約が存在したと考えられるが、2020年９月30日付の経営者の交代に
より当該制約の解消が図られており、かつ、経営の信頼を回復するための経営体制やガバナンスの改革も進めており、現
時点では、当連結会計年度の財務諸表に及ぼす可能性のある影響は重要かつ広範ではなくなったと判断している。また、
第三者委員会の調査や前任監査人の監査での検討結果を踏まえて、当監査法人で実施した追加的手続の結果、期首残高含
めた当連結会計年度の第１四半期の四半期連結財務諸表について重要な虚偽表示が発見されなかった。
当監査法人は、これら検討の結果、期首残高含めた当連結会計年度の第１四半期の四半期連結財務諸表について、上記

の制約に関連する未発見の虚偽表示の影響の広範性はないと判断できたが、当四半期の数値と対応数値に及ぼす可能性の
ある影響があるため、当連結会計年度の第1四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に対
して限定付結論を表明することとした。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付結論の表明の基礎となる証
拠を入手したと判断している。
 
その他の事項
　会社の2020年４月30日をもって終了した前連結会計年度の第１四半期に係る訂正後の四半期連結財務諸表及び前連結会
計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当
該訂正後の四半期連結財務諸表に対して2020年９月30日付で結論の不表明としており、また、当該連結財務諸表に対して
2020年９月30日付で意見不表明としている。前任監査人はこれらの理由として、「会社は、売上高の架空計上などの不適
切な会計処理が存在する疑義が認識されたことから、第三者委員会による調査を実施しているが、2020年９月28日付の中
間調査報告書において、第三者委員会は、代表取締役及び財務経理・総務部門を統括する取締役（以下、「財務経理担当
取締役」という。）を含む複数の取締役による不適切な会計処理への関与又は認識があったこと、及び、2020年９月に財
務経理担当取締役がメール保管期限を操作するという当監査法人によるメールデータ保全手続を妨害したものと評価せざ
るを得ない行為があったと認定している。これらについては、当監査法人においても同様に判断しており、それらに加え
て、不適切な会計処理が存在する疑義が認識された後の監査の過程においても、代表取締役による当監査法人に対する虚
偽の説明がなされていたと判断している。このことは、監査意見を表明する前提となる、経営者の誠実性について深刻な
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疑義を生じさせていることから、当監査法人は、上記の連結財務諸表に何らかの修正が必要かどうかについて判断するこ
とができなかった。」ことを指摘している。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期
連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め
られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない
かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に
おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注
記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成
基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財
務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信
じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。
　監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査人の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な
発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。
 
 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

 

EDINET提出書類

ハイアス・アンド・カンパニー株式会社(E32220)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

